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教育三考 

 

公益財団法人  国際通貨研究所  

        理事長  渡辺博史 

 

選挙の争点に触発されたわけではないが、ここしばらくの間に参加していた国際会議、

あるいはシンポジウムで議論になっていた点から三点にしぼり、私なりに整理してみた。 

先ず、一番切迫した問題として議論されていたのは、開発途上国における教育の振興

が進まないことであった。ヨーロッパの金融機関の体力が落ちる中で、受け取る民間資

金流入が極端に細ったアフリカ諸国では、既に昨年いくつかの国において一人当たり

GDP の伸びがマイナスになった（すなわち、人口増加の速度が総 GDP の伸びを上回っ

た。もう少し正確に言うと、人口の伸びに総 GDP の伸びが追いつけなかった）。もし

アフリカがこれまで大きく依存してきた欧州民間金融機関の復調にあと 2 年以上かか

るとすると、その遅れにより失うものは極めて大きなものになるのではないか、という

ものであった。理解を超えるようなスピードで産業の「第Ｘ次革命」が進む中で、如何

にそれに追いつけるような教育を構築していくかが、課題になっている。しかし、これ

まで、初等教育においては、国際機関あるいは二国間援助（主として贈与）に依存して

きたが、先進各国の財政がいわゆるオーステリティにより緊縮化されているため、供与

額が、良くて微増、多くの場合に減少している。いわんや中等教育以上の課程において

は、資金供与者が極端に減っている。 

初等教育の場合には、「国語」の習得、社会・歴史認識という内容がかなりの大きさ

を占めるため、多くの国がここへの直接の支援には謙抑的に対応し、中等教育以降の、

職業教育、あるいは「理数系」分野という、相対的には中立的な分野に絞って支援して

きた。しかし、最近の資金のひっ迫の結果、初等教育の分野にも外国からの資金提供を

求めるようになってきている。そこにおいて、受け入れ側の社会に過度に介入せずに、

いわばユニバーサルに評価されるような優れた内容の教育を支援できる資金協力者が

いるかどうかが問われているが、実態にはかなり問題があるという。旧宗主国自体が、

適切な教育体制、倫理、ガバナンス意識を残していかなかった（最近の状況を見ている

と、そもそも彼らにも無かったか・・・？）ところに、ある意味での共通概念でのデモ

クラティックな感覚の教育を持ち込んで行ける資金協力者がいるかどうかについて、国

際社会は改めて考えるべきだというものである。 

第二は、技術進歩の急速な進展がみられる中で、職業教育あるいは再教育というもの

を如何に組み立てていくかが、極めて難しくなっている、というものである。日本など

では、大学院を含めた高等教育に対し、企業はほとんど期待を抱くことなく、社員教育、
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OJT により、必要な技能、慣習などを伝授してきた。しかし、それは決して全世界の

参考になるというものではなく、多くの国では、中等、後期中等あるいは高等教育の分

野でそれぞれに見合った学習課程を築いてきた。また、ミスマッチにより失業した雇用

者に新しい技術を再教育することによって、再就職、社会復帰を進めていくというのは、

これまで各国において重要な社会政策として行われてきた。しかし、最近の技術変化は

「線形」の変化の迅速化というものではなく、全く異なる「非線形」変化の概念も超え

た変化となっている。そのような速度で技術変化が起こる時に、再就職プログラムをど

のような形で整備し、どのくらいの長さの期間で習得させるかの目途が全くつかない、

という指摘であった。一年かけて作ったカリキュラムで一年かけて教えたら「2 年」の

時が経っているが、その費やした時間の長さとエネルギーを超える便益を受講者が受け

取れるのかどうか、という指摘である。そしてこれは、先に述べたアフリカで見られる

教育振興の遅れがもたらすギャップをとてつもなく大きくする、と考えられている。 

第三は、伝授法の変化である。これまでは、教諭、教授が一定数の生徒、学生を集めて

これに対して、いわゆる座学で内容を説明、伝達してきた。しかし、これについても（別

のところで詳しく論じたが）大きな変化が主張されている。すなわち、座学相当の授業の

実行は、そのような説明・伝授能力の優れた特定の者に任せ、その者が行う「授業」ビデ

オを生徒、学生はネットを介して、随意の時間に視聴する。集まって行う知識伝達の座

学は廃止し、生徒、学生が物理的に集まった時には、座学の対象内容は既に消化（ある

いは半消化）したという前提で、それを基にした議論をするように変えていく。そして、

その議論の開始、展開の補助なり起動を教諭、教授が行うというものである。生徒、学

生にも「向き不向き」があるように、教諭、教授にも得意不得意があることは、これまで

にも自明であった。説明・伝授能力に優れた者の授業を使うということによる「効率化」

が図られるだけでなく、今までの初等、前期中等教育に見られた「半消化の者あるいは（未

消化でなく）消化力の欠如した者に対する一定水準の内容の伝授」をある意味のクリティ

カルパスとして来た教育の姿を変えるものになるのではないか、という指摘である。 

国内でも、何人かの識者から既に指摘されている点ではあるが、国際的にかなり広範

に議論されている実態に触れ、改めて考えさせられた。 

以上の三点は、先進国、新興国、途上国を問わず、全ての若者への教育の提供という

点から速やかな検討が必要である。  

（IIMA メールマガジンへの寄稿） 
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